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はじめに

昨今，多くの日本企業における組織マネジ

メントの大きな課題は，新たな事業や製品・

サービスを継続的に顧客に提供することにあ

る。そのためには，組織構成員が従来の発想

から脱却できるような革新的な行動環境が組

織内に整備されねばならない。

業種や地域によって格差はあるものの，こ

こ数年で多くの日本企業は業績低迷の底から

脱したといわれているが，一般的な見解とし

ては余剰な経営資源の削減を中心としたいわ

ゆる「リストラ効果」に拠るところが大きい

とされている。たしかに財務諸表の上では，

一時的に業績は好転したものの，企業組織を

成長段階へと導くには，トップ・マネジメン

トのリーダーシップのあり方や組織マネジメ

ントのあり方など，組織のソフトの側面が変

革されなくてはならない。組織のソフトの側

面，つまり組織構成員に浸透した行動的側面

を改めてはじめて，本来の意味での組織変革

が達成されるのである。

そもそも実践的な組織マネジメントの議論

において，組織構成員の行動的な側面が特に

注目されるようになったのは，欧米の研究者

らが1980年代に日本企業が目覚しい躍進を

遂げた要因について探究したことに始まる。

こうした研究成果が，今日の企業文化論ない

しは組織文化論につながっているわけだが，

当時の論者の問題意識や分析焦点は，現在に

至るまで，企業を取り巻く環境変化とそこか

ら生じてきた組織マネジメントの課題によっ

て大きく変化してきている。

本稿では，こうした企業文化に関する議論

― ―59

キーワード：企業文化，内部統合，強い文化，日本型企業モデル，組織の継続的革新

北星論集(経) 第45巻 第１号（通巻第4 号) September 2005



が，経営環境の変化と組織マネジメントの課

題に対応して，どのように移り変わってきた

かについてサーベイし，既存研究において見

落とされてきた分析焦点について指摘してゆ

く。また，今後行ってゆく実証研究に向けた

基本的な問題提起を行うこととしたい。

１．「企業文化論」の登場背景と初期研

究における分析焦点

１－１．合理性・客観性を追求したマネジメ

ントの限界と組織の行動的側面への

注目

1980年代頃から，日本企業は品質と生産性

の上で欧米の企業を圧倒する存在となってい

た。当時のアメリカ企業では，生産性を向上

する要因として，技術や合理性・客観性を重

視した科学的なアプローチに焦点が当てられ

ていた。しかし，欧米企業が日本企業に対す

る競争優位性を失うにしたがって，従来の組

織マネジメントのあり方に限界を感じるよう

になってい
(1)

た。このような中で，Ouchi（1981）

は，日本の社会的規範と企業組織内部の特質

を関連づけ，日本企業には，信頼，ゆきとど

いた気配り，親密さという要素から成り立つ

「セオリーＺ」型社風（カルチャー）が存在す

ることを指摘し，日本企業のこうした文化と

いう共通の価値観で結びついたインフォーマ

ルな組織こそが，組織全体に柔軟性をもたら

し企業を成功へと導くと論じてい
(2)

る。従来の

欧米企業で追求されてきた合理的・客観的な

組織マネジメントの影で看過されてきた組織

構成員の価値観やそれに関連する行動など，

組織マネジメントのソフトの側面が注目され

るようになったのである。

また，これらとほぼ同時期に登場したのが

Peters&Waterman（1982）による著書であ

る。彼らの問題意識もまた，伝統的な合理性・

客観性を追求した経営理論や戦略論にもとづ

く経営手法に対する限界点の指摘と批判にあ

り，優良企業に共通する特徴を組織構成員の

行動的側面に見出そうとした。彼らは，当時

のアメリカ企業を支配していた合理主義の追

及という考え方に反映された数量的データに

よる分析的手法が，組織を保守的な方向へと

傾倒させる原因になっていると指摘
(3)

し，この

ような組織構成員の行動的側面を軽視した経

営スタイルではなく，いかに人を動機づけて

組織の貢献や成果に結びつけるかということ

を中心に議論を展開してい
(4)

る。

このように企業文化論が登場してきた背景

には，日本企業の躍進とアメリカを中心とす

る欧米のコンサルタントや研究者による日本

企業研究があった。彼らは，従来の合理性一

辺倒の組織マネジメントのあり方を批判し，

日本企業のみならず欧米の優良企業にも共通

する行動的側面に焦点を当てたマネジメント

の有効性を探索した。こうした取り組みの中

で，競争力の源として企業文化（組織構成員

の間で共有された価値観と共通の行動パター

ン）という概念を提示したのである。

１－２．組織の内部統合という課題と「強い

文化」論

企業文化のおもな機能とは，組織内部で企

業文化が，成文化された規則やコントロール

を越えたマネジメントを可能とするというこ

とである。つまり，組織構成員の行動が組織

内で共有された価値観というものによって強

く結びつけられているのである。この点につ

いてSchein（1985）は，企業文化の「内部統

合（Internal Integration）」の機能について，

企業組織が生き残り，適応し続ける能力を確

保するための内部プロセスを統合してゆく機

能であり，組織内部の運営と深い関わりがあ

ると捉えてい
(5)

る。

この企業文化が持つ「内部統合」の機能に

関連して，Deal&Kennedy（1981）は，「強

い文化（Strong Culture）」とは，人が平常い

かに行動すべきかを明確に示す，非公式なき
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まりの体系であり，高業績を上げている企業

には独自の「強い文化」が存在すると述べて

い
(6)

る。「強い文化」とは，組織構成員の価値観

や行動パターンが同質的であるということを

意味する。彼らは当初，このような組織の特

徴を日本企業の経営スタイルの中から見出し

たのだが，Ouchi（1981）やPeters&Waterman

（1982）と同様に，「強い文化」は，国にかか

わらず高業績の企業に見られる普遍的な特徴

であると指摘してい
(7)

る。ここで具体例として

あげられている IBM，P＆Ｇ，GE，デュポン，

３Ｍ，DEC，HP，ジョンソン＆ジョンソン，

ダンデム・コンピュータなど高業績を上げて

いる米国企業は，「強い文化」によって成功が

もたらされ，組織構成員の生産性は，働く環

境，つまり社内での行動環境としての企業文

化から強い影響を受けていると述べている。

このような「強い文化」論には，組織内部

の効率化によって生産性を向上しうる能力こ

そが企業の競争力になりうるという前提が

あった。当時は，環境変化が現在に比べて比

較的緩やかであったことから，分析焦点はお

もに企業文化の「内部統合」の機能に当てら

れていたと考えられる。

２．環境変化と企業文化論における分

析焦点の変遷

２－１．「日本型企業モデル」における企業文

化の機能―「組織の整合性モデル」

と関連させて

従来の日本企業を取り巻く経済環境は，バ

ブルの崩壊以前までは右肩上がりの成長を示

しており，現在の状況に比較すると安定した

外部環境の下で企業経営が進められていた。

こうした環境下での日本企業の目標とは，欧

米企業の追いつき追い越すことであり，いわ

ゆるキャッチ・アップ型の戦略をとっていた。

これを，厳密な意味合いとしては「戦略」と

はいえないまで
(8)

も，少なくともそのような方

向で企業経営がなされていたことは事実であ

る。日本企業の最大の関心事は，いかに業務

を効率的に行い，最小のインプットで最大の

アウトプットを生み出すかという生産性の向

上にあった。その結果，日本企業の多くは

1970年代から1980年代にかけて，生産性を

目覚しく向上させることよって，欧米企業に

キャッチ・アップするという企業目標を達成

できたのである。

Porter,Takeuchi& Sakakibara［2000］

によると，日本企業は高い生産性という国際

競争力を得てゆくプロセスの中で，同時に独

自の経営システムを構築したとされてい
(9)

る。

キャッチ・アップを許し，さらには競争上の

優位性を失ってしまった欧米企業は，高い生

産性を可能にしている日本企業の経営スタイ

ル，さらには日本の国民性にまでも深い関心

を示し，そこから何かを学び取ろうと研究を

始めた。そして，次第にこの日本独特の経営

システムは，いわゆる「日本的経営」もしく

は，「日本型企業モデル（The Japanese Cor-

porate Model）」と呼ばれるようになったの

である。

この「日本型企業モデル」の根幹には，競

合他社より根本的に優れた経営手法を用いる

ことによって，最高の品質と最低のコストを

同時に達成し得るという考え方がある。また，

絶え間ない改善を通じてベスト・プラクティ

スのフロンティア（最先端）の地位を守ると

いう形で企業は競争するとされてい
(10)

る。この

「日本型企業モデル」は，一連の生産手法，人

事政策，組織とリーダーシップに対するアプ

ローチ，および多角化の方法から構成される。

論者によって強調される点こそ異なるもの

の，このモデルに含まれる要素は，以下の10

点に集約されるとい
(11)

う。それは，①高品質と

低コスト，②幅広い製品ラインと付加機能，

③リーン生産（全社的品質管理（TQC），継続

的な改善または，いわゆる「カイゼン」，ジャ

スト・イン・タイム（JIT）生産，製造工程を
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考慮した製品設計，供給業者との密接な関係，

フレキシブルな生産，迅速なサイクルタイム

（同時並行的開発プロセス）），④資産としての

従業員，⑤終身雇用制，年功序列，企業内労

働組合，⑥コンセンサスによるリーダーシッ

プ，⑦強固な企業間ネットワーク，⑧長期的

目標，⑨高成長産業への企業内多角化，⑩政

府との密接な協力関係，である。「日本型企業

モデル」の利点のうち，欧米と日本の研究者

のあいだで共通に認識されているものとして

は，従業員の職務能力開発の迅速な向上，強

いコミュニティ意識の形成，従業員の企業へ

の忠誠心の醸成，およびマネージャーの長期

的視点にもとづいた意思決定の奨励などがあ

げられる。また，「日本型企業モデル」は，「内

的整合性」のとれたシステムとされ，このよ

うな様々な構成要素が互いに強化しあうこと

で，さらに大きな成功を可能にしてきたされ

る。

この日本企業の「内的整合性」による成功

に関して，Nadler&Tushman（1980）の「組

織の整合性モデル」によって，理論的な観点

からより深い考察を得ることができよう。彼

らは，企業全体を理解するためには組織を従

来のような職務を示すボックスを直線でつな

げた組織構造を示す図だけでは組織を眺める

のにあまりにも静態的であるとし，組織のシ

ステム理論に基づいた組織の整合性モデルを

以下の 図１：組織の整合性モデル>のよう

に示してい
(12)

る。

「組織の整合性モデル」では，経営システム

の基本的な構成要素を，「インプット」，「戦

略」，「アウトプット」，「変換プロセスとして

の組織（以下，組織）」，と捉えている。「イン

プット」とは，環境・資源・歴史といったも

のであ
(13)

る。ここでの「戦略」とは，全社戦略

ではなく実際に行動に移されるより具体的な

事業戦略を指している。また，「アウトプット」

はシステム全体つまり組織全体でのレベルと

システム内の単位部門でのレベルと個人レベ

ルという３つのレベルで捉えてい
(14)

る。「組織」

は，このモデルの中心であり，「業務」，「人」，

「公式組織」，「非公式組織」という４つの構成

要素に分けられる。「業務組織」は，歴史，資

図１：組織の整合性モデル

【Nadler& Tushman［1980］p.47をもとに作成】
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源，環境という背景の中から導き出された「戦

略」をあるパターンの業績に転換するメカニ

ズムであるとしている。この「組織」の各要

素については以下のように捉えられてい
(15)

る。

「業務」とは，その組織とその部分によって遂

行される基本的かつ固有の業務である。これ

を理解するには，スキルと知識の要件・不確

定要素・戦略の影響などに目を向けなければ

ならない。「人」とは，そこで働く人々の個人

の性格や特質のことである。「公式組織」とは，

人々とそれぞれの業務をグループにまとめ，

かつ戦略目標を達成するように設計された各

グループの活動を連絡調整するためのパター

ンを具現化したものである。つまり，さまざ

まな構造，プロセス，方法など，個人に課題

を遂行させるために公式に作られたものであ

る。「非公式組織」とは，公式の構造およびプ

ロセスと重なりあう取り決めと相互作用のパ

ターンとして自生的に形成されるものが含ま

れ，具体的には企業文化・非公式の規則およ

び業務慣行，コミュニケーションと影響力の

パターン・リーダーのあらかじめ定められた

役割よりも実際の行動などを指す。

「組織」における要素間の関係で，縦軸―

人と非公式組織― は，組織のソフトウェア

の面を示し，横軸― 業務と公式的組織―

は組織のハードウェア的な面と捉えることが

できる。この「整合性」というコンセプトに

おいては，各要素自体よりも各要素間の相互

作用が重要であり，組織の全体的な効率は，

基本的な要素間の「整合性」の如何によって

左右され
(16)

る。よって，「整合性」が大きいほど，

効率は高くなるのである。逆に，「整合性」が

乏しければ，それだけ戦略と実績との格差が

広まることとなる。「整合性」とは，１つのニー

ズ，要求，目標，目的，構造が別の構成要素

のニーズ，要求，目標，目的，構造とどれだ

け一致し補完しあうかの程度を意味し，企業

が成長するにつれて，構造，プロセス，シス

テムが開発され，仕事の面で複雑さが増せば

それを処理できるように各々しなければなら

ない。こうした構造やシステムは相互に関係

しているので，変更を実施するのは難しくな

り，費用も時間もかかるという特徴もあ
(17)

る。

この「組織の整合性モデル」をもとに，「日

本企業型モデル」を解釈すると，「戦略」は最

高の品質を最小のコストで達成するというこ

とになろう。こうした「戦略」を遂行する「組

織」では，公式的なハードの部分と非公式的

なソフトの部分がうまくリンクしていたので

ある。例えば，幅広くかつ急速に変更される

製品ラインを支えるために，柔軟な生産体制，

サイクルタイムの短縮，複数のスキル修得，

刻々と変わるニーズに対応できるゼネラリス

トなどが必要とされた。また，終身雇用など

の人事制度は，従業員のインセンティブと行

動が一致するように働いたのである。そして

何よりも，従業員が全員積極的に継続的改善

に取り組む企業文化があり，これもまた人事

制度などとうまくリンクしていたと，Porter,

Takeuchi& Sakakibara（2000）は指摘して

い
(18)

る。

こうして日本企業は，先に列挙したような

独特の経営手法が相互作用しあうことによっ

て「内的整合性」を高め，1980年代から高業

績を収めてきた。特に業務効率の面において

は，欧米企業のベンチマーク的存在となった。

輸出は急速に拡大し，日本の製造業は多くの

重要産業において世界の市場シェアを獲得し

ていっ
(19)

た。つまり，従来の経営環境において

は「日本型企業モデル」がうまく機能してい

たのである。

また，「日本型企業システム」を支えてきた

企業文化には，Ouchi（1981）で述べられてい

たように，信頼，親密さ，ゆきとどいた気配

りを特徴とする参加型文化があった。「日本型

企業モデル」のように，品質とコストを同時

に追求するためには，従業員が全員積極的に

参加し継続的改善に取り組む企業文化が必要

であり，日本企業の人事制度とリーダーシッ
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プの手法は，そのような文化を育んだとされ
(20)

る。また，日本企業は業務効率を高める上で

は，組織内部の「整合性」を高め，業績を向

上させることに成功した。その間，企業を取

り巻く外部環境はそれほど急激に変化しな

かったこともあり，この成功はある程度持続

することができた。

各々の企業の組織内部では，こうした完成

度の高いモデルができあがると，組織はこの

成功をさらに持続するために，この経営スタ

イルを維持・強化してゆこうとする慣性が生

じてくる。さらには，このモデルの中でさら

なる効率を高めてゆこうとし，「内部統合」，

つまり組織内部のコントロールを高めること

を良しとする価値観が形成され，組織が安定

を求めるようになる。緩やかな環境変化の下

では，こうした安定を求めた内部統合重視の

企業文化は，整合性や一貫性という観点から

考えると，日本企業の組織内部で有効に機能

していた。「日本型企業モデル」のように，日

本企業は組織の構成要素の「整合性」を高め，

競争力を得ることができたと考えられる。ま

た，このモデルの根底部に組み込まれた企業

文化，つまり組織構成員の間で共有された価

値観とそれに関係する共通の行動パターン

は，システム全体を機能させる上で重要な役

割を果たしてきたといえよう。

２－２．環境変化と日本企業のサクセス・シ

ンドローム―「成功の罠」と「文化

的な惰性」

しかし，従来の日本企業を取り巻く経済環

境は，バブルの崩壊を機に一転した。個人所

得や消費動向は伸び悩み，多くの日本企業の

成長は鈍化して行った。また，企業間の競争

環境も激化した。十川（1997）によると，1980

年代には日本企業に生産性の上で大きく水を

開けられていた欧米の企業は，日本企業の生

産方式を徹底的に研究し，情報技術などを駆

使し，生産性を向上させてきたとされてい
(21)

る。

従来のような経営を推し進める日本企業は，

卓越した品質と競合他社より低いコストを同

時に提供することさえしていれば，競争優位

を得ることができるという信念を持っていた

のだが，こうした信念だけではやって行けな

いことが明らかになってきた。そこで，いざ

新たな競争優位性を得るために，全く新しい

製品やサービスを創造してゆこうにも，従来

の業務効率のみを追求し独自の戦略を有しな

い日本企業の多くは，そうした能力をすぐに

は構築することが出来なかった。生産性の向

上のために業務効率を高めてゆくには，企業

組織の中ではルールやコントロールが重視さ

れ，極端な創造性の追及が排除される価値観

になっていたからであ
(22)

る。

その後の企業文化研究においては，先で述

べてきたような企業文化の「内部統合」の機

能が，外部適応するための変革の妨げになり

うること指摘されるようになってい
(23)

る。「強い

文化」があると，組織構成員個々人の行動や

組織全体の行動が従来の価値観や行動様式に

縛られ，新たな経営戦略や組織構造に対し，

不適合が生じてしまうからである。「強い文

化」を持つ組織では，組織構成員の新たな発

想が限定され，また，組織の「内的整合性」

を崩さないような力学が慣性として働いてし

まうことが考えられる。

「日本型企業モデル」は「内的整合性」のと

れたシステムであったが，日本企業に成功を

もたらすとともに弱みも作り出した。「日本型

企業モデル」が，１つの特定のパターンのみ

に方向づけられており，他の発展パターンが

生まれることを阻害し，またこのモデルが新

しい競争形態や新しい事業分野に対しては有

効に働かないことが明らかになってきたので

ある。さらには，モデルを構成する要素に何

らかの欠陥が存在した場合，もしくはシステ

ムを変更する必要が生じた際，モデル全体を

もう一度作り直すのは非常に困難であ
(24)

る。し

たがって，企業組織の持つ整合性が変革の障
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害となってしまっているのである。

皮肉なことに，従来成功を収めていた企業

ほど，従来と質を異にする環境変化に適応で

きずに苦しんでいるという現状があ
(25)

る。こう

した日本企業の事態は，Tushman&O’Reilly

（1997）が提示した「マネジメントの罠に

もなりえる整合性―サクセス・シンドローム」

という概念によって説明ができる。

図２：マネジメントの罠にもなりえる整

合性―サクセス・シンドローム>で示したよ

うに，成功をおさめた企業は，何がうまく作

用したのかを学習し，その知識を組織マネジ

メントに組み入れる。進化的な変化をしてい

る時期には，管理者は連続的な漸進的な変革

を行って，組織に絶えず磨きをかけながら，

その使命をよりよく達成できるようにしてい

る。こうした変革はどちらかというと小規模

なので，そこに不具合が生じても，コントロー

ルできる。この種の変革のプロセスは良く知

られたものであり，それによって人々がこう

むる不安は耐えられる範囲のものであり，新

しいものを予測し学びとる機会もある。しか

し，この成功にもマイナスの側面がある。企

業が成長するにつれて，構造，プロセス，シ

ステムが開発され，仕事面で複雑さが増せば，

それを処理できるようにしなければならな

い。こうした構造やシステムは相互に関係し

ているので，計画したものに変更加えて実施

するのは難しくなり，費用も時間もかかるこ

とになる。つまり，組織構造，システム，公

式プロセスの規模，複雑さ，相互作用に根ざ

した変革への抵抗など構造的な惰性が始まる

のであ
(26)

る。

企業文化の問題に関連して，Tushman &

O’Reilly （1997）は，「文化的な惰性」につ

いても言及してい
(27)

る。この「文化的な惰性」

は，企業文化の特性上，組織が月日を重ね，

さらに成功を収めることで強固なものとな

る。企業文化は公式の統制システムがなくて

も，人々を統制し，調整する効果的な方法と

なるが，不連続的な変革に直面したとき，成

功を育ててきたはずの文化が，またたく間に

変革に対する障壁となり得るのである。企業

文化は，組織構成員の価値観や考え方，行動

パターンに深く浸透していることから，組織

内での個人行動のみならず，組織としての意

図２：マネジメントの罠にもなりえる整合性―サクセス・シンドローム

【Tushman & O’Reilly ［1997］p.29（邦訳［1997］p.35）より】

整合性

戦略，重要課題，人材，

公式組織，文化の間に

調和がある

成功

惰性

・構造面

・文化面

規模と年数

組織は拡大し，より構

造化し，規則に基づく

成功

環境が安定して

いるとき

失敗

環境が変わるとき
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思決定や経営スタイルなどにも強い影響を与

えているからである。

同様に，Sull（1999）の指摘によると，大き

な成功を収めた企業ほど，この「サクセス・

シンドローム」に陥ってしまうとい
(28)

う。繁栄

から一転して苦戦を強いられている企業に目

につくのは，激しい環境変化に立ち向かうべ

き時なのに，慣れ親しんだ行動パターンを踏

襲してしまい，環境変化のスピードに対応す

ることが出来ない状況であるという。また，

成功企業が低迷している原因は，一般的によ

く指摘されるような単なる無為無策ではな

く，実際のところ環境変化に対して適切な行

動がとられていないことが指摘されている。

このような状況をSullは，「覇者の驕り」と

し，４つの共通した兆候として，①経営判断

の拠り所となる戦略枠組みを全盛期の時のも

のを踏襲している，②具体的な仕事の進め方

である業務プロセスがマンネリ化している，

③従業員や取引先とのしがらみから抜け出せ

ていない，④価値観がドグマ（独り善がり）

化している，という点を指摘している。

このように「サクセス・シンドローム」に

陥ってしまった組織からは，企業の競争力に

必要な独自の戦略は生まれにくいどころか，

業績の低迷から抜け出すことが出来ず，その

存続も危ぶまれることとなる。欧米企業は，

日本企業が大きな成功に酔いしれているうち

に，その生産システムについて徹底的に研究

し，その発想をもとに情報技術など新たな技

術を加えて応用・発展させ，高い生産性とい

う競争力を，ある意味で競争上での前提とし

てしまったのである。一方，業績不振の日本

企業では，従来の組織において共通認識され

ていた価値観（つまり企業文化）を信奉した

まま，遮二無二に邁進していたと考えられる。

そして，もがけばもがくほど，自らを窮地に

追い込んでゆくという 図３：成功の罠>の

ようなデス・スパイラルに陥ってしまうので

ある。

２－３．内部統合を重視した企業文化の限界

と組織の環境適応という課題

以上のような組織内部の一貫性や整合性を

重視した「強い文化」論は，企業文化の特質

と業績データとの関連を調査した実証分
(29)

析に

図３：成功の罠

【Nadler& Shaw［1995］p.11（邦訳［1997］p.12）より】
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おいても，その限界が指摘されている。

Kotter&Heskett（1992）は，先で述べた

Deal&Kennedy（1982）による「強い文化」

が組織効率を高めるという仮説に疑念を抱

き，企業文化と業績に関する議論を明確にす

るために，「強い文化モデル」という仮説を提

示し，実証分析を行っている。「強い文化モデ

ル」では，強力な企業文化が，組織構成員の

目標への邁進，モチベーションの高揚，コン

トロールをもたらし，結果として業績と関係

するとされてい
(30)

る。この「強い文化モデル」

について，文化的強さと業績との相関分析を

行った結果，正の相関は認められたが，弱い

相関であった。ここでは，「強い文化」が逆機

能している場合があると指摘されてい
(31)

る。つ

まり，企業が長期的な成功をおさめることに

よって「強い文化」が醸成され，さらに成功

が持続することによって，その企業文化が傲

慢さを増し，従業員の内部志向，政治的活動，

官僚主義を助長することになる。このような

企業は，結果として，激しい環境変化につい

てゆけず，業績を低下させているのである。

彼らは，同時に「戦略適合文化モデル」，「環

境適応型文化モデル」という仮説も提示して

いる。「戦略適合文化モデル」とは，企業文化

がその業界における客観的な条件，企業の戦

略によって特定された業界の一部分，あるい

は戦略そのものと合致していれば，高業績を

生むとされるものであ
(32)

る。「環境適応型文化モ

デル」は，企業が環境的変化を予測し，それ

に適応することを支援し得る文化だけが，長

い間にわたり卓越した業績を支え続けるとい

うものであ
(33)

る。「戦略適合文化モデル」と「環

境適応型文化モデル」は，実証分析から業績

との相関関係が見られた。環境・戦略・文化

が一致した戦略適合文化を持った企業は，概

ね高い業績であ
(34)

り，環境適応的文化を持った

企業は，そうでない企業よりも業績が良く，

顧客，株主，従業員に対して強い関心を示し

有効な変革を生み出す人材やリーダーシップ

を大いに尊重する価値観を持ってい
(35)

た。組織

をオープン・システムとして捉えると，「強い

文化モデル」の主張するところの内部統合の

機能のみでは，組織効率を組織全体として高

めるための十分な条件にはなり得なく，組織

内部の問題のみならず，外部環境への適応と

いう観点からも企業文化の問題を考える必要

性が生じてくる。

従来の生産性の向上という企業目標におい

て有効的であった企業文化は，継続的改善な

どに欠かすことの出来ない参加型文化と，こ

うした文化やそれに関わる組織の構成要素全

ての「内的整合性」を保つことによってもた

らされた内部統合の側面を強調した「強い文

化」であった。ただし，組織変革が求められ

ている今日において，業績不振の日本企業は，

従来の「整合性」を打破しなくてはならない

ことから，安定を求めた内部統合重視の企業

文化のみでは不十分であると考えられ
(36)

る。

３．環境変化の激化と企業文化の課題

３－１．環境変化の激化と今日の組織マネジ

メントの課題

Kotter&Heskett（1992）の研究がなされ

た1990年代の初めと比較すると，今日では，

技術革新の進展，国境や従来の業界の枠を超

えた競争などの要
(37)

因によって，環境変化の度

合いが激化している。したがって，今日のよ

うな経営環境下においては，彼らが主張する

ような組織外部へのコンティンジェントな適

応を重視した企業文化のみで，企業が持続的

な競争力を構築できるかどうかについてはも

う少し考察の余地があろう。

環境変化が比較的緩やかな時には，環境・

戦略・組織がフィット（適合）していること

が企業業績を高める要因とされてきたのだ

が，今日のように環境変化のスピードが速い

状態では，フィット（適合）の状態は安定し

て続くとはいえないことから，このような「適
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合概念」には限界があることが指摘されてい
(38)

る。今日の企業経営では，「適合概念」の考え

方のように環境に対し受動的に対処するので

はなく，継続的な革新を通じて，新たな市場

や競争環境を創り出してゆくという能動的な

姿勢が求められ
(39)

る。つまり，企業が持続的な

競争力を構築するためには，独自の創造的戦

略を構築することが必要とされ，そのために

はいかにして組織が継続的な革新を起こしう

る状態に保つことができるかが重要な課題と

なる。

Walton（1995）によると，創造的戦略とは，

長期間持続しうる経済的な競争優位を求める

のではなく，恒久的に競争優位を生み出せる

組織を設計する戦略であると
(40)

し，創造的戦略

を備えた組織は，構造的に柔軟で絶えず変化

できる体制にあるとい
(41)

う。また，創造的戦略

は，組織が戦略と相互作用して新しい知識と

新しい戦略を共同で生み出すものとされ，そ

のプロセスは， 図４：創造的戦略のサイク

ル>のように表される。一方の 図５：戦略

破滅サイクル>は，同じく新しいチャンスは

あるものの，現行の状態を受け継いだまま保

守的な行動をとることによって，新しい戦略

が破滅してしまうサイクルを示したものであ

る。従来の日本企業にみられたような「強い

文化」やそれに関連するマネジメントのあり

方では，生産性の向上は可能であっても，創

造的戦略のような変化を生み出す新たな発想

が生まれる可能性を潰してしまいかねない。

そこで，創造的戦略のサイクルに必要な組織

の創造性発揮を促すには，組織学習を促進し，

組織構成員個々人のアイディアが生まれるよ

うなマネジメントのあり方や行動環境として

の革新志向の企業文化が必要とな
(42)

る。

３－２．組織の革新性と企業文化に関する既

存研究

組織の革新性と企業文化の関係性につい

て，河野（1993）は全社文化（支配的文化）

と部門文化という構造的な観点から企業文化

を捉えて論じている。ここでいう全社文化と

は，全社員の平均的に共有されている価値観，

共通の意思決定パターン，行動パターンであ

るとし，部門文化とは，組織の中の部門やグ

ループで共有されている価値観，意思決定パ

ターン，行動パターンであるとしてい
(43)

る。ま

た，全社文化は，部門文化の集計であり，部

門文化は，全社的文化から影響を受ける一方

で，その部門の職務や事業などの影響も大き

いとされてい
(44)

る。

全体文化と部門文化間の文化の共通性が高

図４：創造的戦略サイクル

【Walton［1995］p.123（邦訳［1997］p.153）より】
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い場合には，同質性の「強い文化」（濃い文化）

となり，組織が官僚的になってしまう恐れが

あるため，全社的に共有されている全社文化

と適度な部門文化間の差異こそが新たな発想

を生み出し，組織に革新を起こす余地を残す

とされている。また，このバランスこそが，

企業文化を管理する上でのポイントとなると

指摘してい
(45)

る。ここで，どの程度の部門文化

の多様化が良いか，またどこまで相違は許さ

れるのかということが問題となる。多様化に

よって，様々な仕事との適合や個人やグルー

プの希望・期待との適合がはかれること，一

部門の部門文化が将来の文化の模範となる場

合に変革のリーダー（change agent）になり

うること，グループ内の各人の考え方の相違

が創造性を刺激するなどの利点が挙げられ

る。一方で，異なった部門文化同士の利害が

対立してしまう場合や部門文化が組織目標に

反する場合，部門文化の多様化は不利な点と

なってしまう。こうしたバランスが企業組織

全体の体質を形成しているのである。

３－３．「組織の継続的革新」という課題と企

業文化研究の分析焦点

河野（1993）研究では，おもに企業文化と

業績・個人の満足との関係性が統計的に明ら

かにされているのだが，組織に具体的な革新

がもたらされるプロセスについてはあまり扱

われていない。創造的戦略がいかにして形成

されるのか，あるいは新製品・新事業開発が

いかにして行われるのか，これらと企業文化

との関連性はどのようになっているのか，に

ついてのより具体的な探究は見受けられな

い。したがって，組織において革新が生じる

プロセスについて，企業文化と他の組織マネ

ジメントの要因との関連性に分析焦点を定め

ることに今後の研究課題を見出すことができ

よう。

例えば，トップ・マネジメント，組織内コ

ミュニケーション，従業員モラールなどと

いった組織マネジメントに関する媒介変数

は，創造的な戦略形成や新製品・新事業開発

などの革新的な取組みにおいて重要な要因と

なり，これらの要因すべてに多かれ少なかれ

影響を及ぼすのが企業文化である。こうした

組織の革新のプロセスを有機的に考察するこ

とにより，「組織の継続的革新」という課題を

解決しうる企業文化の特性について，より深

い考察が得られることになろう。

特に継続的に創造的な戦略形成や新製品・

新事業開発を可能にするには，組織構成員の

コミュニケーションを通じた組織学習という

【Walton［1995］p.123（邦訳［1997］p.153）より】

図５：戦略破滅サイクル
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要因が重要とされてい
(46)

る。河野（1993）で指

摘されていたように，部門文化間の適度な差

異が新たな発想を生み出し，革新を起こす余

地となることについて，もう一歩踏み込んだ

議論を進めてゆくには，部門文化間のコミュ

ニケーション・プロセスが組織学習の促進に

どのような影響を与えるかについて，より具

体的かつ体系的な視点から分析することが求

められる。

むすびと今後の研究課題

以上で述べてきたように，日本企業を取り

巻く様々な環境要因の変化によって，新たな

組織マネジメントの課題が生じてきている。

また，こうした組織マネジメントの課題に応

じて，企業文化論における議論の焦点も変化

してきた。今日の経営環境を加味すると，初

期の企業文化論において強調されてきた生産

性向上のための内部統合重視の企業文化で

は，競争力を得るどころか組織を死に至らし

めるような悪循環に陥らせてしまう危険性が

ある。また，単なるコンティンジェントな環

境適応を重視した企業文化では，環境変化が

激化した今日の企業経営において不十分と考

えられる。今日のような激しい環境変化の下

では，組織に絶えずに革新をもたらしうる組

織マネジメントのあり方やその基礎となる企

業文化が必要である。

このような組織に継続的な革新をもたらし

うる企業文化の特性を探ってゆくには，組織

に革新が生じるプロセスや，それに関係する

具体的な組織マネジメントの要因に分析の焦

点を定めることが重要と考える。特に，革新

を生み出すプロセスにおいて重要な要因とな

るコミュニケーションを通じた組織学習と企

業文化の関係性について，より具体的な考察

が必要となる。以上のような部分を中心に分

析を進めてゆくことにより，企業文化論の観

点から組織の継続的革新という課題に向けた

より具体的な示唆を行うことができると考え

る。
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ても重要な特性であるということである。と
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（involvement）という仮説は，組織内部に焦

点を当てた仮説であり，今日のように外部環

境への的確な諸策を講じるためには，組織外

部との適応（adoptability）に関する仮説につ

いても考慮しなくてはならないからである。
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タは，十川他［2005］を参照のこと。
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［Abstract］

Changes and the Subject of an Analysis Focal Point in Corporate
 

Culture Theory:Continuous Innovation of an Organization

 

Harumichi YOKOO

 

The purpose of this paper is to survey changes in Corporate Culture theory from the’80s,

and to point out an analysis focal point overlooked in existing research. A new subject of
 

organizational management is arising due to changes in various environmental factors
 

surrounding Japanese companies,and according to changes of organizational management,

the analysis focal point in corporate culture theory has also changed. In today’s business
 

environment,not to mention the corporate culture for internal integration to gain competitive
 

advantage emphasized in an early corporate culture theory, it can create the danger of
 

causing an organization to go into a death spiral. Moreover,the corporate culture emphasiz-

ing contingent environmental adaptation is inadequate in today’s more intensified environ-

mental changes surrounding Japanese companies, and a management style and corporate
 

culture which can bring continuous innovation to an organization are needed. In order to
 

explore the characteristics of this corporate culture,it is important to focus on new products
 

and new enterprises development processes.

Key words:Corporate Culture,Internal Integration,The Japanese Corporate Model,Strong Culture,

Continuous Innovation of an Organization
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